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１．概 要 
 
 ISO（国際標準化機構）において策定された国際規格は、WTO（世界貿易機関）の政府
調達協定により政府機関においてその遵守が求められている。ISO2349（構造物の信頼性
に関する一般原則）では、構造設計に際して構造物および構造要素に要求される性能を適

切な程度の信頼性を有しながら検証することとしており、信頼性設計の考え方が取り入れ

られている。 
国土交通省では、これらの国際基準への整合に向け、「土木・建築にかかる設計の基本」

（2002 年）1)において、要求性能を満たすことの検証方法として信頼性設計の考え方を基

礎とし、限界状態設計法の導入を進めることを定めた。現在、土木・建築分野の各種構造

物の設計に係わる技術基準については、「土木・建築にかかる設計の基本」の考え方に沿っ

て検討・改訂が進められて行くこととされており、道路橋示方書については、要求性能の

明確化、充実化及びみなし仕様の充実化に向けた次期改訂のための調査検討が行われ、要

求性能の検証方法として部分係数設計法の導入検討が進められている。しかし、これら信

頼性を考慮した設計法の実務への適用に関しては、長年の実績のある許容応力度設計法と

の整合性の確保を含め照査書式や部分係数の設定方法等、検討すべき課題も多い。 
 本検討は、鋼橋を対象として、信頼性設計法の概要や信頼性指標算出手法、部分係数キ

ャリブレーション方法等の調査を行い、信頼性設計に関する基礎的な知識を得るとともに、

現行設計法を対象にした信頼性指標の試算を行うことによって、現行設計と信頼性設計と

の違いを把握し、信頼性設計に関する理解を深めていくものである。 
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２．信頼性理論による部分係数設計法の概要 
 
２．１ 信頼性設計 
2.1.1 信頼性設計の概要と設計水準 

    １．において述べたように，「ISO2394 構造物の信頼性に関する一般原則」では，
構造物設計に際して構造物および構造要素に要求される性能を信頼性理論に基づき検

証することを基本としている。ここでは，設計実務者を主たる対象として，現在の構

造物設計法の国際スタンダードである信頼性設計への理解を深めるための一助となる

ことを期待して，当研究会における調査成果に基づき信頼性設計の概要について述べ

ることとする。 
   構造物の信頼性設計とは，「限界状態を設定して、作用及び構造物の耐力が有する不

確定性を考慮し、設計供用期間内に限界状態を超える状態の発生を目標とする信頼性

の範囲内に収めることを意図した設計法」と言える。一般に，土木構造物は複雑な自

然環境に固定され，長い耐用期間には様々な環境作用や荷重などの外乱にさらされる

ことになる。当然，設計においてその影響が考慮されているにも関わらず，これらの

外乱によって構造物が被害を受ける理由は，作用の持つ発生過程の不規則性と発生時

点，継続時間，その大きさ等の統計的な不確定要因によるためである。設計荷重とし

て極稀にしか発生しないような大きな荷重を想定して設計することは，経済性や現実

性などの判断から困難であるため，実設計では妥当と考えられる荷重レベルを設定し

た上で，構造物の設計を行う。そのため，長い耐用期間の間には設計荷重を超過する

ような荷重が構造物へ作用することも起こり得る。一方，作用に対して抵抗側となる

構造物の強度または耐力についても，構造材料の物性値の統計的変動や製作精度の変

動性など様々な不確定要素により，やはり変動性を有する。 
   信頼性設計は，これらの作用側，抵抗側の各統計的変動による不確定要因を合理的

かつ定量的に評価することで，構造物の限界状態に対する信頼性を一定レベル確保し

ようという設計法である。 
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表-1.1 信頼性設計の設計水準 

設計水準 照査式 評価パラメータ 摘 要 
レベルⅢ 
破壊確率による設計 

PfT≧Pf 破壊確率 破壊確率 Pfを直接照査 

レベルⅡ 
信頼性指標による設計 

β≧βT 信頼性指標 
確率密度の単純化により得られ

る信頼性指標による照査 
レベルⅠ 
部分係数設計法 

Rd≧Sd 設計用値 
信頼度を与えるための部分係数

を使った設計値による照査 

 
   信頼性設計は，その信頼性の評価方法に応じて表-1.1に示す3つの設計水準がある。
最も高位に属するレベルⅢは構造物の破壊確率 Pfによって，レベルⅡは信頼性指標β

によって，最も簡易なレベルⅠは部分係数γを用いた性能照査式によってそれぞれ評

価される。 
いま，例えば，作用・荷重側ともに設計上考慮すべき不確定要素が一つずつであり，

作用側 S・荷重側 Rの不確定要素の統計データが図-1.1 a)のように与えられる場合を
仮定する。設計上の応答値と抵抗値の仮定をμS，μRとしたとき，これらの値が統計的

に変動する可能性がなければ，常に S<R であり作用値が抵抗値を上回ることはなく，
恒久的に構造物は破壊しないこととなる。しかし，実際の構造物は図-1.1 a)に示すよ

うに作用側も抵抗側もバラつきを持っていることがほとんどであり，これらの統計的

変動によって，それぞれ望ましくない方向への偏りが生じた場合に，作用値が抵抗値

を上回る可能性が生じる。このとき、S>Rとなり構造物は破壊を起こす。この破壊確率
を斜線で示した Pfとして求めることができる。a)の基本モデルを基に，性能関数 Z=R
－S を定義し，性能関数 Z の確率分布を示したものが図-1.1 b)である。このとき，Z
≦0の領域の確率分布 fz(z)の積分値が同じく破壊確率 Pfである。 

   レベルⅢの信頼性設計法の評価に用いられる破壊確率の算出にあたっては，一般に，

図-1.1 b)のような性能関数に基づいて同時確率密度関数を求め，これを多重積分する

必要がある。しかしながら，実際の構造物は作用・抵抗ともに数多くの不確定要素が

あり，実際の性能関数は多次元かつ複雑な形状を示しており，これらの同時確率密度

関数の定式化や高次の多重積分の実行などは困難を伴うことが多く実用的ではない

（図-1.2）。 
   また，レベルⅡ信頼性設計法においては，破壊確率と関連付けられる信頼性指標β

を評価パラメータとしている。信頼性指標βの概念は図-1.1 b)に示すとおりであり，

性能関数の平均値μzから破壊点(Z=0)までの距離を表すパラメータである。レベルⅡ信
頼性設計法においては，複数の不確定要素を含む性能関数に対して，一般的に，確率

密度を単純化した上で 1次信頼性理論（FORM；First-Order Reliability Method）等の方
法に基づき信頼性指標βの評価が行われる。 

   最も簡易なレベルⅠ信頼性設計については，目標破壊確率 PfT，または目標信頼性指

標βTに基づいて，作用と抵抗のそれぞれに対して部分安全係数を定め，それらの係数

をもつ設計照査式に従って決定論的手法で設計を行う方法である。すなわち，破壊確
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率または信頼性指標を介して，示方書の各係数値を決定することになり，示方書に規

定された部分係数によって設計を行えば，目標とする信頼性は確保されるため，設計

者は直接確率統計的手法を用いないでも設計が可能となる。次期示方書改訂では，こ

のレベルⅠの信頼性設計法である部分係数設計法が導入される見込みである。 
 

 
a) 基本モデル 

 

b) 信頼性指標βの定義 

図-1.1 信頼性理論の概要図 

 

図-1.2 不確定要素が 2変数の場合の破壊確率概念図 2) 
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2.1.2 信頼性設計の手順 

   図-1.3 に信頼性設計の手順の一例を示す。前項で述べたように，信頼性設計は対象

とする構造物に作用する荷重や適用する材料・部材強度に関する統計・確率分布を明

確にした上で，限界状態に対する安全性を破壊確率もしくは信頼性指標で評価する。

よって，設計にあたっては，対象とする限界状態を明確にするとともに，各種の不確

定要因となる統計量を事前に調査・収集する必要がある。 

 

図-1.3 信頼性設計の手順例 

(A) 調  査 
 ・対象構造物の設定 
 ・設計入力データの整理 
 ・破壊事例の調査 

(B) 限界状態の設定 
 ・破壊モード，性能関数の決定 

(C) 統計・確率分布の設定 
 ・荷重，強度に関する確率モデ

ル，統計特性値の決定 

(D) 安全水準の設定 
 ・許容破壊確率 Pfa，または目標

信頼性指標βTの設定 

(E) 設 計 
 ・断面寸法の設定 

(F) 信頼性の評価 
 ・部材および構造の破壊確率 

Pfまたは信頼性指標の算定 
 ・PfaまたはβTとの照査 

施 工 
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 2.1.3 安全水準の設定 

   構造物の信頼性設計を行うにあたって，対象とする限界状態と荷重・強度の統計分

布が得られたとして，次に重要となることが，図-1.3 の(D)安全水準の設定である。対
象とする構造物に対して，どの程度の確率水準で破壊に対する安全性を担保させるか

を設定する必要がある。表-1.2 に安全水準の設定例 3)を示す。安全水準の設定方法に

ついては，明確な方法はなく，各機関や対象構造物によって適用方法は異なるものの，

最も一般的な方法としては，表-1.2 の②現行設計示方書へのキャリブレーションに基

づく方法が挙げられる。 
   現行示方書へのキャリブレーションに基づく方法では，現行の設計示方書に従って

設計施工された解析対象と同種で，ほぼ同じ解析条件を有する複数の実在構造物の破

壊確率を算定して，この値をもとに PfaあるいはβTを決定する方法である。この方法

は，現行設計法による構造物が有する信頼度へ整合させること，すなわちキャリブレ

ーションと呼ばれ，現行の設計示方書に従って設計・施工された構造物の有する信頼

度が，歴史的な経緯からみて社会的にも十分に容認されており，経済性と安全性につ

いてもある程度まで均衡がとれているとすることが前提となっている。また，この方

法によれば，信頼度のレベルが整合されているので，今までに設計・施工された実在

構造物と大きく異なるものは設計されないことから，多くの人から容認されることが

期待でき，信頼性理論の設計への導入が容易になろうとする考え方もベースにあり，

構造物信頼性理論，特に設計水準レベルⅠ設計法を取り入れた数多くの設計示方書の

改訂に際して，この方法が適用されている。 
   次期示方書において，レベルⅠ信頼性設計法である部分係数設計法が導入される見

込みは前述したとおりであるが，この部分係数の設定にあたっても，この現行示方書

とのキャリブレーションによって，現行相当の信頼性を有する構造物が設計されるよ

う，部分係数が設定される見込みである。 
   本報告書では，この道示改訂における部分係数キャリブレーションのうち，主に現

行設計の信頼性評価方法について，手法の概要整理と信頼性指標の試算を行う。 
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表-1.2 信頼性設計における安全水準の設定例 3) 

方法 概要 問題点 適用例 
① 事故統計に基

づく方法 
事故，損傷に関する統計資料

に基づき破壊確率を求め，こ

れを参考として許容破壊確率

Pfa，あるい目標信頼性指標βT

を決定する方法 

・母数（対象とする構造物の

総数）が定めにくいこと。

・事故の原因にはヒューマン

エラー等による場合が多

く，その影響を受け，設計

段階での Pfa(βT)を直接定
めることが難しいこと。 

・Pfa(βT)の決定の参考値として用いら
れている。 

・ダムあるいは鉄道，高速道路の橋梁

等に対して Pfを求めた事例がある。

② 現行設計示方

書へのキャリ

ブレーション

に基づく方法 

現行の設計示方書により設計

された種々の構造物，部材の

Pf(β)を求めて，その資料に基
づき Pfa(βT)を定める方法 

・現行示方書が最適解を与え

ているという保証はない

こと。すなわち，現行示方

書が安全側過ぎるのでは

ないか（危険側と危惧され

ることもある）という指摘

があること。（Pf，βの評価
が部材を対象とすること

になる。） 

・ANSI，AISCなど多くの示方書改訂
はこの方法によっている。 

③ 他の災害危険

性との比較に

よる方法 

構造物の破壊に伴って予測さ

れる（1名）の死亡危険性を，
自然災害あるいは他の人為災

害による危険性と比べて，あ

る水準以下に設定する方法 

④ 人的損失に対

する危険回避

に要する投資

効果による方

法 

構造物の破壊に伴って予測さ

れる一人当たりの死亡率を低

減させるのに要する費用の大

きさで評価する方法（一つの

生命を救うのに社会が支払う

金額にはみずからある基準が

あるとする） 

・一般の土木・建築構造物に

適用できる評価式は未だ

確立していないこと。 
・統計データが，土木・建築

構造物の種別に整理され

てなく利用できるまでに

は至っていないこと。 
・事故は種々の原因によるこ

とから，設計段階での

Pfa(βT)を定めることが難
しい。 
・④では，生命の価値を評価

することになることから，

価値観の相違により容易

に受け入れられないこと

があること。 

・石油化学産業における安全評価，ま

た原子力発電所，LNG 施設，ダム
などの重要構造物の危険度評価に

用いられている。 
・建築・土木構造物では，構造物の用

途，破壊によって生じる人的損失の

可能性，さらに破壊予知の難易など

を考慮したいくつかの評価式が提

案されている。 
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２．２ 部分係数キャリブレーションについて 
   2.1.3 において述べたように，次期示方書改訂において部分係数設計体系に移行する

に際しての，現行示方書との部分係数キャリブレーション方法の一例と本報告書にお

ける整理内容について図-1.4 に示す。 

試算対象橋梁の設定 β試算のための照査部位,照
査項目,照査式の整理

現行許容応力度法に
よる試設計 照査項目中の作用側S及び抵

抗側Rの不確定要因と統計値
(平均値，標準偏差)の設定

信頼性指標βの計算・評価
(構造諸元の影響，各種確率変数の影響等)

照査部位別の断面力
整理

現行設計とのβ・断面比較による
妥当性検討，部分係数の調整

現橋の信頼性指標βの試算

β算定手法の整理

「3.信頼性指標算出手法の整理」

「4.1 試算橋梁の諸元」

「4.1 試算橋梁の諸元」

「4.1 試算橋梁の諸元」

「4.2 信頼性指標試算に用いる各統計デー
タおよび荷重係数」

「4.3 信頼性指標試算結果」

「4.4 考 察」

部分係数の検討

現橋の信頼指標算出結果を踏まえた目標信頼性指
標βTの設定

抵抗側部分係数の試算

「5.1 部分係数キャリブレーションの概要」
「5.2 設計値法による部分係数キャリブレーション」
「5.3 その他のキャリブレーション方法（AASHTOなどの例示）」

※本報告書では目標信頼性指標の設定，抵抗係数の試算までは実施せず，抵抗
係数の試算方法の整理に留める

係数の妥当性検討

設定した部分係数を用いた試設計，
βの計算・評価

 

図-1.4 現行示方書との部分係数キャリブレーションフロー例 
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３．信頼性指標算出手法の整理 
 
３．１ 信頼性指標算出手法について 
信頼性設計における信頼性指標の算出については、既往の研究において各手法が提案さ

れている。ここでは、土木研究所資料「鋼道路橋の部分係数設計法に関する研究」の成果

を引用し，汎用性が高いと考えられる数値実験法であるモンテカルロシミュレーションと

近似理論解析による FORM 法を紹介する。なお、本研究会では、モンテカルロシミュレーシ

ョン手法によって道示Ⅱ鋼橋編に従って設計された鋼桁橋の主桁を対象に，信頼性指標の

試算を行っている。 

 

３．２ モンテカルロシミュレーションによる方法 
モンテカルロシミュレーション(Monte Carlo Simulation)とは、乱数を用いて数多くの試行

を繰返すことによって破壊確率 Pfを直接求める数値実験手法である。ここで言う乱数は，

ある指定された確率分布（例えば、正規分布）をもつ数列であり，実際にはコンピュータ

内部で使われる擬似乱数を意味する。信頼性指標 β を算出する際には以下の通り行う。ま
ず，確率変数 X1，X2，…，Xnの関数で表れる性能関数 Z に対して，確率変数 Xjの分布を設

定し，確率分布に従った乱数を発生させ Zの値を求める。次に，これを N回繰返して Ziの

確率分布を作成し，この平均値 iZ と標準偏差σZiにより次式で表される信頼性指標 βi を求

める。 

Zi

i
i

Z
σ

β ···········································································(3.1.1) 

ここで，乱数発生の方法について確率変数が互いに独立で正規確率に従う場合を例に述

べる。平均値 x，標準偏差σχを有する正規確率変数 Xjの乱数は以下の手順で発生させるこ

とができる。 

① 0 から１までの一様乱数 1a を抽出する。 

② 次に，正規確率密度関数を用いると，その分布関数は， 

dxxxxF
x

xx
x

2

2
1exp

2
1)(
σπ

······························(3.1.2) 
となる。したがって，①で抽出した 1a を用いて 

)(1 xFa x ·······································································(3.1.3) 

Fχ(χ)の逆関数を用いて， )( 1
1

1 aFx x  としてサンプル 1xx を抽出する。 

③ この操作を試行回数 N回繰返し行えば，正規確率分布に従う確率変数
),,,( 21 ni xxxX を作り出すことができる。これを性能関数に用いられている全

ての確率変数について行う。 

  

計算フローを図-3.1 に，信頼性指標βの算出方法の例を図-3.2 に示す。 
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図-3.1 モンテカルロシミュレーションのフローチャート 

 

① 各確率変数 
 
 
 
 
 
② 性能関数 

LD
t

y MM
y
IZ  

③ 得られた性能関数 Zの分布形より Zの平均値 Z と標準偏差σZを設定 
 

                              
Z

Z
σ

β  

 
図-3.2 信頼性指標βの算出方法の例 

 

START 

),,,( 21 nii XXXgZ の入力

性能関数をN個計算 

性能関数の確率分布を作成し，

平均値
iZ と標準偏差σZi を算

出（確率分布が正規分布と仮定

できることを確認） 

Zi

i
i

Z
σ

β の計算 

END 

確率変数 iX の分布設定 

確率分布に従ったN個
の乱数の発生（確率変

数ごとに試行） 

確率 

P 

鋼材降伏強度 

1 
確率

P 

0 平均

1 

死荷重 
確率

P 

 

1 

活荷重 

確率 

P 

0 Z Z 

破壊確率 Pf

Z

確率 

P 

0 

板厚 

1 

0 平均平均 0 
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３．３ ＦＯＲＭによる方法 

ISO2394 に示されている FORM（First-Order Reliability Method）法は，破壊点まわりでの一
次の項までのテーラー展開近似を利用する方法であり，非正規確率変数が存在する場合に，

破壊点で確率密度関数および累積分布関数の値が等しくなるような正規確率変数で近似し

て，正規標準座標系に変換した時の座標原点からの限界とする状態（破壊面）までの最短

距離を求めることにより信頼性指標βを算出するとともに感度係数が得られるものである。

なお，性能関数 Zに含まれる確率変数をすべて正規分布と仮定する。 

FORM 法による解析手順の概要を以下にまとめる。 

性能関数を 

),,,( 21 nii XXXgZ ·······················································(3.2.1) 

と定義する場合（ i :照査部位，項目別を意味する），破壊点 ),,,( **
2

*
1 nxxx (性能関数 iZ 上

の点)のまわりテーラー展開して，級数を一次の項で打ち切り，線形一次関数に近似する。 

*

**

1

***
2

*
1

2
*

1 1

*

1

***
2

*
1

,,,

2
1,,,

xj

i
n

j
jjni

xkj

i
kk

n

j

n

k
jj

xj

i
n

j
jjnii

x
g

xXxxxg

xx
gxXxX

x
gxXxxxgZ

≒

≒

  ············(3.2.2) 

  ここで，
*/

xji xg  は，性能関数 ig  の jx に関する偏微分に ),,,( **
2

*
1

*
nxxxx  を代入する

ことによって得られる値である。 

 式(3.2.2)に含まれる確率変数の内，正規確率変数以外の確率変数が正規確率変数で近似

（正規化近似）されたとすると，式(3.2.2)は正規確率変数の線形一次関数となるので， iZ

も正規確率変数になる。また，ここでは各確率変数は互いに独立な正規確率変数とする。 

 破壊点は，性能関数上の点( iZ =0)であるため， 

0,,, **
2

*
1 ni xxxg  ······································································(3.2.3) 

式(3.2.3)から，式(3.2.2)は以下の通りとなる。 

*1

*

xj

i
n

j
jji x

gxXZ
···································································(3.2.4) 

さらに， iZ の平均値 iZ と標準偏差σZiは以下のように求められる。 

 *

11

*

1

*

***

jX

n

j xj

i

xj

i
n

j
jj

xj

i
n

j
jjii x

x
g

x
gxXE

x
gxXEZEZ

j
  ············(3.2.5)  
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2

1

2

1

2*

2

1

2*

2

1

*

2

1

*
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*

*

**

**

j

i

X

n

j xj

i

jjjj

n

j xj

i

n

j xj

i
jj

xj

i
n

j
jj

xj

i
n

j
jj

xj

i
n

j
jj

iiz

x
g

xXExXE
x
g

x
gxXE

x
gxXE

x
gxXE

x
gxXE

ZEZE

≒

 

j

ji

X

n

j xj

i
j

X

n

j xj

i
Z

x
g

x
g

1

2

2

1

*

*

    ························································  (3.2.6) 
ここで， 

iZE ： iZ の平均値 

jX  ：確率変数 jX の平均値 

jX  ：確率変数 jX の標準偏差 

 また， ja は感度係数と呼ばれ，次の式で定義される。 

2

2

1 **
jj X

n

j xj

i
X

xj

i
jj x

g
x
ga

·············································  (3.2.7) 

 信頼性指標 jは iZiZ で定義されることから，式(3.2.5)および(3.2.6)から求めると， 

jj X

n

j xj

i
jjX

n

j xj

i

Zi

i
i x

gx
x
gZ

1

*

1 **σ
β

·······························(3.2.8) 
 

となる。式の整理を行うと，次式が得られる。 
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0*

1 *
jj XijjX

n

j xj

i x
x
g

 ·····················································(3.2.9) 

 式(3.2.9)が， */
xji xg の値によらず恒等的に成り立つためには，｛ ｝内の値が常に

0でなければならないから， 

0*
jj XijjX x

 

 したがって，以下に示す３つの式を満たすように *
jx ， iを解くことにより破壊点が求め

られ，式(3.2.8)により信頼性指標 iが算出される。 

nj
x
g

x
g

a

njx

xxxg

jj

jj

X

n

j xj

i
X

xj

i
jj

XijXj

ni

,,2,1:

,,2,1:

0,,,

2

2

1

*

**
2

*
1

**

  ····················· (3.2.10) 
  

正規化近似のフローを含めた破壊点および信頼性指標の繰返し計算のフローを図-3.3 に

示す。 
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図-3.3 FORM 法のフローチャート 

START 

),,,( 21 nii XXXgZ  

の入力 

初期値設定 

ij ,  

破壊点 *
jx の計算 

偏微分係数の計算 

正規分布近似 

No 

jの計算 

Yes 

iz

i
i

Z の計算 

END 

Yes 

No 

式(3.2.10)
の第 2式 

式(3.2.10)
の第 3式 

正規化近似 

線形近似 

jj XX ,

nj ,,2,1 の入力 

Xjは正規確率変数？ 

βiの収束判定 
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４．信頼性指標の試算例 
今回検討した試算例は、現示方書の信頼性指標を試算した。 

 
４．１ 試算橋梁の諸元 
今回検討した試算橋梁の緒元は、以下のとおりである。 

 
4.1.1 橋梁諸元 

a) 橋梁形式  ：鋼単純非合成４主鈑桁 
b) 設計荷重  ：Ｂ活荷重 
c) 橋 長   ：51.0ｍ 

d) 支間長   ：50.0ｍ 

e) 全幅員   ：10.7ｍ 

f) 有効幅員  ： 9.5ｍ 

g) 平面線形  ： Ｒ＝∞ 

h) 斜角    ： Ａ１ θ＝90°、Ａ２ θ＝90° 

i) 舗装    ：アスファルト舗装 ｔ＝80ｍｍ 

j) 床版    ：鉄筋コンクリート床版 ｔ＝250ｍｍ 

k) 高欄    ：鋼製高欄 

l) 検査路   ：なし 

m) 添架物   ：なし 

n) 雪荷重   ：なし 

o) 使用鋼材  ：SM490Y 
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4.1.2 構造一般図 
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4.1.3 現行許容応力度法による計算結果 
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(2) 荷重 

 

 

1-23



 

1-24



 

1-25



1-26



４．２ 信頼性指標試算に用いる各統計データ、試算方針 
 
4.2.1 使用する各統計データ 

死荷重の統計的偏りについては、部分係数法を検討した土木研究所資料「鋼道路橋

の部分係数設計法に関する検討」4)の解析に考慮した確率変数と統計量で、不確定要因

別確率変数の基準値と既存文献から引用した実験データの平均値を整理した表-4.1 を

参考とし、鉄筋コンクリート床版と地覆の平均値 1.05 を試算簡略化のため、全部の死

荷重に適用し、仮定した。 
 

表-4.1 解析に考慮した荷重側の確率変数の統計量 5) 

 
 
 
 
 

 
抵抗側の統計的偏りについては、荷重側と同様に土木研究所資料「鋼道路橋の部分

係数設計法に関する検討」の解析に考慮した確率変数と統計量の表-4.2 を適用し、仮

定した。但し、板厚誤差は、「道路橋示方書Ⅱ鋼橋編 H14.3」6)17.2より上限値を JIS 
G 3193「熱間圧延鋼板と鋼帯の形状寸法及び質量及びその許容差」7)表 4、表 5とし、
下限値を公称板厚の 5％以内と仮定した。 

 
表-4.2 解析に考慮した抵抗側の確率変数の統計量 2) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

活荷重の荷重係数については、現時点で明確な統計データがないため、試算上は現

行示方書のＢ活荷重の 1.6倍で仮定した。 
 

荷重側 データ 平均値 標準 変動 仮定する
不確定要因 数 基準値 偏差 係数 確率分布形

160980 1.00 0.01 0.01 正規分布

不明 1.05 0.01 0.01 正規分布

不明 1.03 0.05 0.05 正規分布

不明 1.05 0.01 0.01 正規分布 RC床版と同じとする

－ － － － 確定値

死荷重

分類等

鋼重(全鋼種)

備　考

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ床版重量

舗装重量

地覆

鋼製高欄(金属製高欄)

公称体積×単位重量（22.5kN/m3）

公称体積×単位重量（24.5kN/m3）

規定無し：0.5kN/m（1高欄当り）

基準値

公称体積×単位重量（77.0kN/m3）

公称体積×単位重量（24.5kN/m3）

データ 平均値 標準 変動 仮定する
数 基準値 偏差 係数 確率分布形

Ｒ≦0.7 σcr/σy＝1.0 24 ― ― ― 確定値

0.7＜Ｒ σcr/σy＝(0.7/Ｒ)
0.64 25 1.13 0.06 0.05 正規分布

ＲＲ≦0.2 σcr/σy＝1.0 ― ― ― 確定値

0.2＜ＲＲ≦1.0 σcr/σy＝1.1125-0.5625ＲＲ

1.0＜ＲＲ σcr/σy＝0.55/ＲＲ

α≦0.2 σcr/σy＝1.0 ― ― ― 確定値

0.2＜α σcr/σy＝1.0-0.412(α-0.2) 1.30 0.17 0.13 正規分布

板厚誤差 板厚t≦100mm 板厚公称値 160980 1.00 0.01 0.01 正規分布 上下限値有

板取(板幅)誤差 ― 板幅公称値 ― ― ― ― 確定値

ｺﾝｸﾘｰﾄ床版厚 合成桁の床版 床版厚公称値 ― 1.05 0.01 0.01 正規分布

ｺﾝｸﾘｰﾄ床版有効幅 合成桁の床版 床版有効幅公称値 ― ― ― ― 確定値

弾性係数(鋼材) 200000 N/mm2 1024 1.00 0.05 0.05 正規分布

ポアソン比(鋼材) 0.30 588 0.94 0.09 0.09 正規分布

弾性係数(ｺﾝｸﾘｰﾄ) 公称値 ― ― ― ― 確定値

補剛板の
圧縮座屈強度

物理定数

56
1.26 0.14 0.11 正規分布

備　考基準値

正規分布

部
材
強
度

分類等

下限値有78901 1.23

抵抗側

不確定要因

材料
強度

0.08全鋼種、全板厚 JIS規格下限値

自由突出板の
圧縮座屈強度

横倒れ
座屈強度

221

鋼材降伏強度 0.10

断
面
定
数
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4.2.2 試算方針 

信頼性指標βを試算する方法は、モンテカルロ法によるシミュレーション解析で行

い、上記より荷重側 Sと抵抗側Rの乱数を１万回発生させ、性能関数 Z=R－Sを算出し、
その性能関数の平均値、標準偏差を求め、信頼性指標βを算出する。 

 
４．３ 信頼性指標βの算出 
 
4.3.1 試算に使用した乱数 

(1) 鋼材降伏強度 
 

材質：SM490Y

降伏強度のJIS下限値：σ yk =355N/mm
2

乱数発生結果の整理

σ yn /σ yk σ yn

平均 1.232 437.5
標準偏差 0.097 34.3
変動係数 0.078 0.1

ここに、σ yn：乱数によってバラツキを与えた鋼材降伏強度(N/mm
2
)

発生させた乱数（抜粋）

N σ yn /σ yk σ yn (N/mm2)
1 1.268040 450.15
2 1.334096 473.60
3 1.151204 408.68
4 1.154327 409.79
5 1.166664 414.17
6 1.080855 383.70
7 1.210910 429.87
8 1.261400 447.80
9 1.175270 417.22
10 1.099831 390.44
11 1.379929 489.87
12 1.250151 443.80
13 1.117724 396.79
14 1.411262 501.00
15 1.120685 397.84
16 1.002010 355.71
17 1.201765 426.63
18 1.152949 409.30
19 1.309260 464.79
20 1.208116 428.88

・　 ・ ・
・　 ・ ・
・　 ・ ・
9996 1.174533 416.96
9997 1.221098 433.49
9998 1.406568 499.33
9999 1.438804 510.78
10000 1.326281 470.83  
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(2) ヤング係数 
 

ヤング係数の標準値：E k =200000N/mm
2

乱数発生結果の整理

E n /E k E n

平均 0.999 199806
標準偏差 0.045 8955
変動係数 0.045 0.04

ここに、E n：乱数によってバラツキを与えたヤング係数(N/mm
2)

発生させた乱数（抜粋）

N E n /E k E n (N/mm2)
1 0.969 193765 　
2 0.922 184496 　
3 1.009 201775 　
4 0.948 189534 　
5 1.020 203941 　
6 1.040 208007 　
7 0.931 186277 　
8 0.985 197012 　
9 0.953 190655 　
10 1.019 203825 　
11 1.025 204913 　
12 0.957 191355 　
13 0.946 189147 　
14 0.994 198807 　
15 0.943 188656 　
16 1.046 209195 　
17 1.010 201952 　
18 1.056 211133 　
19 0.952 190492 　
20 1.030 205919 　

・　
・　
・　
・　
・　
9994 0.972 194441 　
9995 1.043 208656 　
9996 1.039 207819 　
9997 1.108 221648 　
9998 0.982 196475 　
9999 1.001 200136 　
10000 1.010 201967 　  
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(3) ポアソン比 
 

ポアソン比の標準値：νk=0.3

乱数発生結果の整理

ν n /ν k ν n

平均 0.937 0.281
標準偏差 0.085 0.025
変動係数 0.091 0.090
ここに、ν n：乱数によってバラツキを与えたポアソン比

発生させた乱数（抜粋）

N ν n /ν k ν n

1 1.034 0.3103
2 0.877 0.2630
3 0.993 0.2978
4 0.825 0.2476
5 0.981 0.2944
6 0.983 0.2949
7 0.925 0.2774
8 1.088 0.3264
9 1.069 0.3208
10 1.066 0.3199
11 0.965 0.2894
12 0.892 0.2677
13 0.819 0.2457
14 0.984 0.2952
15 1.158 0.3475
16 1.043 0.3128
17 0.771 0.2314
18 1.017 0.3050
19 1.114 0.3342
20 0.938 0.2813

・　 ・　
・　 ・　
・　 ・　
・　 ・　
・　 ・　
9992 0.837 0.2512
9993 0.866 0.2598
9994 0.971 0.2913
9995 1.021 0.3063
9996 0.825 0.2474
9997 0.887 0.2662
9998 1.011 0.3032
9999 0.972 0.2916
10000 0.849 0.2548  

 

1-30



(4) 自由突出板の基準耐荷力 
 
乱数発生結果の整理

(σ cr /σ y )n /(σ cr /σ y )k
平均 1.124
標準偏差 0.060
変動係数 0.053
ここに、(σ cr /σ y )n：乱数によってバラツキを与えた基準耐荷力曲線

　　　　(σ cr /σ y )k：示方書における基準耐荷力曲線

発生させた乱数（抜粋）

N σ cr /σ y )n /(σ cr /σ y )k

1 1.1066
2 1.1420
3 1.1364
4 1.1443
5 0.9949
6 1.1388
7 1.0620
8 1.2664
9 1.0257
10 1.1298
11 1.1177
12 1.0071
13 1.1261
14 1.1501
15 1.1443
16 1.1348
17 0.9691
18 1.1455
19 1.0352
20 1.1675

・　 ・
・　 ・
・　 ・
・　 ・
・　 ・
9992 1.1073
9993 1.0809
9994 1.0065
9995 1.1394
9996 1.0561
9997 1.1308
9998 0.9556
9999 1.0683
10000 1.1806  
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(5) 板厚 
   23mmの場合を代表ケースとして示す。 

板厚公称値：t k =23mm

乱数発生結果の整理

t n /t k t n

平均 1.000 0.281
標準偏差 0.010 0.025
変動係数 0.010 0.090
ここに、t n：乱数によってバラツキを与えた板厚

発生させた乱数（抜粋）

N t n /t k t n

1 1.010 23.23
2 1.006 23.14
3 0.992 22.81
4 0.985 22.65
5 1.008 23.19
6 1.002 23.04
7 0.999 22.97
8 1.002 23.04
9 0.991 22.79
10 1.001 23.02
11 0.992 22.82
12 0.992 22.81
13 1.002 23.04
14 0.996 22.90
15 0.992 22.81
16 0.992 22.82
17 1.002 23.06
18 0.987 22.70
19 0.990 22.78
20 0.997 22.94

・　 ・　 ・　
・　 ・　 ・　
・　 ・　 ・　
・　 ・　 ・　
・　 ・　 ・　
9991 0.985 22.64
9992 0.998 22.94
9993 1.003 23.06
9994 0.994 22.86
9995 1.004 23.09
9996 0.988 22.72
9997 0.987 22.70
9998 1.011 23.25
9999 1.006 23.13
10000 1.001 23.01
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4.3.3 作用強度 Sの算出 

   4.2.2 同様、作用強度 Sについてバラツキを考慮した統計データを作成する。活荷重

強度については、前述したように偏りのみを考慮することとした。 

 

表-4.4 作用強度データ 
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4.3.4 性能関数および信頼性指標βの算出 

4.3.2、4.3.3 にて算出した抵抗強度 R、作用強度 Sの統計データから性能関数を求め、

信頼性指標βを算出する。 

 

表-4.5 性能関数および信頼性指標算出結果
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4.3.5 信頼性指標算出結果 

 図-4.1 に各主桁の信頼性指標算出結果を示す。 
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b)G2桁 

図-4.1 信頼性指標算出結果 
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４．４ 考 察 
4.4.1 信頼性係数βの算出結果 

算出した信頼係数βを以下に、一覧表で示す。 

表-4.2 信頼係数β算出結果一覧表 

曲げ圧縮 曲げ引張 せん断
U.Flg L.Flg Web

応力度(N/mm
2
) 0 ＜ 210 0 ＜ 210 36.7 ＜ 120

応力度比率 0% 0% 31%
β 12.81 12.59 10.25

応力度(N/mm2) -197.1 ＜ -210 200.3 ＜ 210 24.4 ＜ 120

応力度比率 94% 95% 20%
β 4.22 5.36 11.61

応力度(N/mm2) -206.7 ＜ -210 206.8 ＜ 210 9.9 ＜ 120

応力度比率 98% 98% 8%
β 4.41 4.94 11.83

応力度(N/mm2) -209.4 ＜ -210 204.6 ＜ 210 4.9 ＜ 120

応力度比率 100% 97% 4%
β 4.34 4.83 12.29

応力度(N/mm
2
) 0 ＜ 210 0 ＜ 210 34.5 ＜ 120

応力度比率 0% 0% 29%
β 12.84 12.74 10.45

応力度(N/mm
2
) -179.1 ＜ -210 189.3 ＜ 210 20.6 ＜ 120

応力度比率 85% 90% 17%
β 4.90 5.84 11.23

応力度(N/mm
2
) -206.1 ＜ -210 209.5 ＜ 210 11.0 ＜ 120

応力度比率 98% 100% 9%
β 5.78 5.18 11.89

応力度(N/mm2) -209.5 ＜ -210 203.1 ＜ 210 5.3 ＜ 120

応力度比率 100% 97% 4%
β 5.57 4.84 12.17

J2

C6

断面1-L

断面1-R

断面2-R

断面3-C

J1

J2

C6

J1

備考

G2

C1 断面1-L

断面1-R

G1

断面2-R

断面3-C

C1

 
※）着色部は、最小値を示す。 

 

図-4.2 算出位置平面図 

4.4.2 信頼性係数βの算出結果に対する考察 

信頼性指標の試算を実施した結果、次のことが言える。 

・算出した信頼係数βは、『4.2～12.8』の範囲である。 

・信頼係数βは、許容値に対する発生応力度の比率が大きい箇所では（上下フランジ

曲げ圧縮）小さな数値（4.2～5.8）となる。 

・同様に、許容値に対する発生応力度の比率が小さい箇所では（ウエブせん断）大き

な数値（10.3～12.3）となる。 

既往文献より確認できる信頼係数βは、『3.8～4.5』程度であり、上記の結果は、妥当

な範囲であると言える。 
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５．部分係数設計法について 
 
５．５ 部分係数による設計法の概要 

 

5.1.1 部分係数設計法による照査式 

本章では、ISO2394 をもとに部分係数を用いた設計法の概要について紹介する。 

部分係数による設計法では、基本変数に割り当てられた設計用値を用いて、異な

った原因によって生じる不確定性と変動性の影響を分離している。設計条件は次の

ような設計用値を用いて表現することができる。 

g(Fd, fd ,ad ,θ d ,C,γ n)≧ 0 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·（5.1.1） 

ここに、 

Fd ：作用の設計用値 
fd ：材料特性の設計用値 
ad ：幾何学量の設計用値 
θd ：モデル不確定性を表す変数θの設計用値 
C ：使用性の制約条件 
γn ：破壊形式の重大さを含めて、構造物の重要度や破壊の影響度合い

が考慮される係数。γnは実際の構造物や構造要素の規定された

信頼性レベルに依存するようになっている。 
式(5.1.1)中の各々の記号は単一変数あるいはいくつかの変数からなるベクトル

を表している。 

基本変数は次の変数に分類される。 

・主要基本変数                       

・他の基本変数 

 

主要基本変数とは、その値が設計結果に最も重要と考えられるものである。それ

らは、作用や特定の材料からなる構造物を扱う設計法で規定される。（注：鋼構造

では、鋼材の強度が主要基本変数であり、弾性係数は主要でない基本変数となる。

作用は通常主要基本変数として扱う。） 
 

主要基本変数 F、f、a、θの設計用値は次のように得られる。 
Fd = γf Fr ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.1.2）

fk 
fd = 

γm 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.1.3）

ad = ak ± Δa ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.1.4）
θd = γD  又は 1/γD ・・・・・・・・・・・・・・・（5.1.5）
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ここに、 

Fr ： 作用の代表値(5.1.2 参照) 

fk ： 材料特性の特性値(5.1.3 参照) 

ak ： 幾何学量の特性値(5.1.4 参照) 

γf ： 作用の部分係数 

γm ： 材料の部分係数 

Δa ： 付加的幾何学量 

γD ： モデル不確定性を表わす部分係数 

γf は以下のものを考慮する。 

・作用がその代表値から不利な状態になる可能性 

・作用モデルの不確定性 

γm は以下のものを考慮する。 

・材料特性の特性値から不利な状態になる可能性 

・変換係数の不確定性 

△aは以下のものを考慮する。 
・aの変動の重要性、aに関する精度の仕様、aとの隔たりの制御を含む
幾何学的パラメータの特性値(規定値) の不利な状態になる可能性 

・いくつかの幾何学的隔たりが同時に生じる組合せ効果 

γD は実測や比較計算より特定できるモデル不確定性を考慮する。 

 

主な変数以外の基本変数に対して、部分係数は先験的に 1.0 とし、付

加的誤差は 0とする。すなわち、設計用値が特性値に等しくなる。平均

値を用いる場合もある。 

 

5.1.2 作用の代表値 

(1)永続作用（死荷重） 

永続作用はしばしば唯一の特性値をとる。構造物の自重の場合、Qkは、規定され

た幾何学量と材料の平均単位体積重量から規定される値によって得られる。しか

し、永続作用に対し、二つの値、すなわち、上限特性値と下限特性値を定義する

ほうが好ましい場合もある。 

 

(2)変動作用（活荷重、温度荷重、風荷重等） 

変動作用は次の代表値により表わされる。 

・特性値    Qk 
・組合せ値      ψ0Qk 
・頻度値    ψ1Qk 
・準永続値   ψ2Qk 

 

(3)偶発作用（L2 地震荷重） 

偶発作用は、唯一の特性値 Akを取る。 
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(4)特性値  

選ばれた基準期間中に好ましくない側に超過する確率が規定された値となるよ

うに選ばれる。 

(5)組合せ値 

組合せにより生じる荷重効果が超過する確率が単一作用を考えるときとほぼ同

様となるように選ばれる。 

(6)頻度値 

以下のように定められる。 

・選ばれた期間中に超過している全時間が選んだ期間の極く小さい部分であ

る。 

・その超過の頻度がある与えられた小さな値に限定されている。 

（注：異なった設計条件によっては、同じ荷重に対して 2個以上の頻度値

が存在することもありうる。） 

(7)準永続値 

選ばれた期間中に超過している全時間が、その期間の半分程度の長さであるよ

うに定められる。 

 

5.1.3 材料特性の特性値 

材料特性は JIS 等の規格値が用いられる。人工材料については、特性値は原則とし

て、関連する材料の規格の適用範囲内で生産され、供給される材料特性の統計的分布

のばらつきは先験的に規定された割合として与えられるべきである。 

地盤や既存構造物に対しては、特性値は同様の原則にしたがって予測されるべきで、

設計で考慮される既存構造物の実際の部位や地盤の実際の代表値とする。 

 

5.1.4 幾何学量の特性値 

幾何学量に対しては、特性値 akは普通、設計者により規定された寸法に相当してい

る。 

 

5.1.5 荷重ケースと荷重組合せ 

荷重ケースは永続作用と一緒に計算に導入される自由作用（変動作用や偶発作用）

の特定の空間的配列である。 

自由作用は、考慮している限界状態に対し構造物に好ましくない効果を生じさせる

ように設定される。 

作用の組合せは、ある限界状態に対し、いくつかの異なった作用の同時影響の下で

の構造信頼性の検証に用いる一連の異なる荷重作用の設計用値の組合せである。 

作用の組合せの基本的原則は以下のものである。 

・ある作用が支配的と考えられ、極大設計値をとるものとして、組合せに導入さ

れる。 

・その他の全ての作用はより起こりそうな値として導入される。 

 

1-40



同時に起こらない荷重(たとえは物理的な理由で)は、荷重組合せに考慮しない。 

 

5.1.6 荷重効果および強度 

多くの場合、基本変数や計算モデルの不確定性を表わす係数θはいくつかのグループ

に分離することができる。 

その中のいくつかのグループは以下の荷重効果を与える。 

S(F,f,a,θs) 
 

そして、他のグループは以下の強度を与える。 

R(F,f,a,θR) 
 

Sの表現の中で、たとえば、2次理論に従う計算のような特別な場合のみ、材料特性 fは
主要基本変数である。Rの表現のなかでは、作用 Fが Rに影響を与える場合がある。 
設計値 Sｄと Rｄは以下のように定義できる。 

Sｄ=S(Fd, f d ,ad ,θ s d )                                （5.1.6）  

Rｄ=R(F d, f d ,a d ,  θ R d) · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·（5.1.7）  

そして、式(5.1.1)は次式で書くことができる。 

      g(S d ,Rd )≧ 0 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·（5.1.8）  

式(5.1.1)の場合と同じく、式(5.1.8)は記号的記述として見なすべきである。各々の記

号 Sと Rは、荷重効果や強度を表している。 
最も簡単な場合では、式(5.1.8)は以下のように書ける。 

Rd≧ Sd · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·（5.1.9）  

式(5.1.8)や式(5.1.9)は終局限界状態や使用限界状態に適用可能である。使用限界状態

では、たとえば、たわみに関して、設計条件は以下の形式となる。 

Sd≧C·· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · （5.1.10）  

ここに C は使用性に関する限界値であり、たとえば、許容たわみである。 
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５．２ 設計値法による部分係数キャリブレーション 
 
  設計値法とは，FORM 法などで算出された感度係数αi，基本変数の平均・標準偏差お

よび目標とする信頼性指標βTを用いて部分係数を算定する方法である。FORM法の中で
算定される感度係数αiは，信頼性指標βおよび標準正規座標系における破壊点（z1

*，z2
*，

…，zn
*）と以下の関係にある（感度係数αiは，抵抗側が正，荷重側が負となる）。 

iiz *
 

 これらの関係を 2変数の場合を例に標準正規座標系で示すと，図-5.1 のとおりとなる。 
 

破壊領域

z 2

z 1
z1
*

z2
*

破壊点（z 1
*,z 2

*,・・・，z ｎ
*）

破壊面（線）

信頼性指標β

cos-1(-α1）

cos-1(-α2）

標準正規化座標系

 

 
図-5.1 信頼性指標と破壊点との関係 

 

部分係数設計法における照査の基本式は次式で表されるとする。 

  kRkLkD RLD ·· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·（5.2.1）  

  ここで， 
    LDR ，，  ：抵抗係数，死荷重係数，活荷重係数 

    kkk LDR ，，  ：抵抗，死荷重，活荷重を断面力もしくは応力で表現した特性値 

 

部分係数の算出に用いる信頼性指標βは，性能関数 Zが抵抗項 Rと荷重項 D+Lによっ
て R-(D+L)で表される場合，次式で定義される。 

222

)(

iii
i LDR

iii

Z

i
i

LDRZ

·· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · ·（5.2.2）  

   ここに， 

   Ri ：照査部位ごとの抵抗強度の基本変数（ iR ：平均値，
iR ：標準偏差） 
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     ただし，各種抵抗項（鋼材降伏強度，座屈強度，板厚等）を塊にまとめた抵抗

項を表す。（統計量が得られていることが前提） 
   Di ：照査部位ごとの死荷重の基本変数（ iD ：平均値，

iD ：標準偏差） 

ただし，各種死荷重項（鋼材，コンクリート等）を塊にまとめた死荷重項を表す。 

Li ：照査部位ごとの活荷重の基本変数（ iL ：平均値，
iL ：標準偏差） 

ただし，各種活荷重項（B活荷重，衝撃）を塊にまとめた活荷重項を表す。 
 添字 i ：照査部位ごとの値を示す。 

 
また， 

i

iii

i

i

i
Z

LDR

Z

Z
Z

2222

 

ここで，感度係数
iR ， iD ， iL は，照査部位ごとに対して，次式で定義される。 

   
222

iii

i

i

i

i

LDR

R

Z

R
R  

222
iii

i

i

i

i

LDR

D

Z

D
D     ・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.2.3） 

222
iii

i

i

i

i

LDR

L

Z

L
L  

これより，
iZ は式を変形することにより次式で表される。 

iiiiiii LLDDRRZ  

これを式（5.2.2）に代入することにより， 

 )()( iiiLLDDRRi LDR
iiiiii

 

式を変形することにより，次式が得られる。 

ki
ki

i

i

R
Riki

ki

i

i

L
Liki

ki

i

i

D
Di R

R
R

R
L

L
L

L
D

D
D

D
i

i

i

i

i

i
111   

・・・・・・・・(5.2.4) 
式（5.2.4）と式（5.2.1）を比較することにより，部分係数は次式で与えられる。 

ki

i

i

R
RiR R

R
R

i

iii
1)(  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.2.5） 
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ki

i

i

D
DiD D

D
D

i

iii
1)(  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.2.6） 

ki

i

i

L
LiL L

L
L

i

iii
1)(   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.2.7） 

注） )()()( iiiiii LDR ，， ：βiをもとに算定した抵抗係数，死荷重係数，活荷重係数 

  

以上より，抵抗係数
iR とβiの関係が得られるが，この式より，種々の橋梁における照

査部位に対して，一律に目標信頼性指標βTを満足するような抵抗係数を近似的に設定す

る方法については，必ずしも標準的な方法があるわけではない。一方法としては，βi と

βTがかけ離れていない値の場合には，近似的な方法であるが，上式中のβiにβTを代入

することにより，βTに近づくような抵抗係数
iR が算出される。 

ki

i

i

R
RTR R

R
R

i

ii
1  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.2.8） 

1-44



５．３ その他のキャリブレーション方法（AASHTO などの例示） 

 
国際規格 ISO2394（構造物の信頼性に関する一般原則）では，構造設計にあたって構造

物及び構造要素に要求される性能を適切な程度の信頼性を有しながら検証することとし

ている。同規格の例示によれば，設計供用期間をクラス 1～4 に分類し，重要な構造物，

大規模橋梁に対して 100 年，それら以外の構造物については 50 年を与えており，目標と

する信頼性指標βTの例示として，終局限界状態では安全性クラスに応じてそれぞれ3.1，

3.8，4.3，疲労限界状態では点検の可能性に応じて 2.3～3.1 を与えている。諸外国の道

路橋の規準に関しては，米国 AASHOTO LRFD コードでは，設計供用期間 75年で終局限界状

態に対して，目標とする信頼性指標βTを 3.5 として，主要な照査項目に対する荷重・抵

抗係数を設定している。 

ここでは，設計値法以外の部分係数の算定方法として，AASHTO LRFD コードによる部分

係数（抵抗係数）の算定方法 3）を例として示す。AASHTO LRFD コードによる方法では，モ

ンテカルロシミュレーションで算出された抵抗項と荷重項の統計量および目標とする信

頼性βT を用いて部分係数を算定する。ここで，抵抗係数を算定する際，死荷重係数γD

および活荷重係数γLの値は任意に与えることができる。 

 

基本となる照査式は式（5.2.1）で与えられるとする。信頼性指標βiは式（5.2.2）で

定義される。 

ここで，式（5.2.1）の右辺と左辺が等しいとして式を変形すると， 

 
iiii

i

i kLkD
k

R LD
R
1

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.3.1） 

が得られる。また，式（5.2.2）を変形すると， 

222)(
1

iii LDRiii

i

LD

R
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.3.2） 

式（5.3.1）と式（5.3.2）の両辺を掛け合わせて整理すると，抵抗側の部分係数は次式

で表される。 

222)(
)(

iii

iiii

ii

LDRiii

kLkD
k

i

R
LD

LD
R
R

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.3.3） 

注） )( iiR ：βiをもとに算定した抵抗係数 

 

 5.2 節と同様にβiに目標信頼性指標βTを代入することにより，βTに近づくような抵

抗係数
iR が算出される。 
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222)(
iii

iiii

i

LDRTii

kLkD
k

i

R
LD

LD
R
R

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・（5.3.4） 

 

６．まとめ  

  
次回示方書改訂では信頼性理論に基づいた部分係数設計法が導入される見込みである。

次期示方書における設計手法はレベルⅠの信頼性設計であり、示方書で規定される部分

係数を使った照査式を満足することで構造物の安全率を一定に保つことができる。その

ため、当面、設計実務上は、実際に設計者自らが信頼性解析を行って構造物の安全性を

照査することは少ないと思われる。ただし、将来、性能規定化が推し進み、個別事例ご

とに、より合理的な設計方法が求められ、設計者自らが統計量を設定し、信頼性指標も

しくは破壊確率によって構造物の安全性を照査する時代が到来することも考えられる。

そのような場合には、今回のこの報告書が、設計実務の場において信頼性設計の理解の

ための一助となれば幸いである。  
   

以  上 
 

参考文献 
1)国土交通省：土木・建築にかかる設計の基本、2002.10 

2)(社)日本港湾協会：港湾の施設の技術上の基準・同開設、2007.7 

3)星谷、石井：構造物の信頼性設計法、鹿島出版会、1986.5 

4)独立行政法人 土木研究所 構造物メンテナンス研究センター：土木研究所資料 鋼道

路橋の部分係数設計法に関する検討、2009.3 

5)独立行政法人 土木研究所 構造物研究グループ 橋梁チーム：土木研究所資料 鋼材

料・鋼部材の強度等に関する統計データの調査、2008.3 

6)(社)日本道路協会：道路橋示方書・同解説Ⅱ鋼橋編、2002.3 

7)JIS G 3193「熱間圧延鋼板と鋼帯の形状,寸法,質量及びその許容差」、2005.3 

 

1-46


	設計部会報告書


<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Error
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJDFFile false
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName (http://www.color.org)
  /PDFXTrapped /Unknown

  /Description <<
    /ENU (Use these settings to create PDF documents with higher image resolution for high quality pre-press printing. The PDF documents can be opened with Acrobat and Reader 5.0 and later. These settings require font embedding.)
    /JPN <FEFF3053306e8a2d5b9a306f30019ad889e350cf5ea6753b50cf3092542b308030d730ea30d730ec30b9537052377528306e00200050004400460020658766f830924f5c62103059308b3068304d306b4f7f75283057307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103057305f00200050004400460020658766f8306f0020004100630072006f0062006100740020304a30883073002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d30678868793a3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a306b306f30d530a930f330c8306e57cb30818fbc307f304c5fc59808306730593002>
    /FRA <>
    /DEU <>
    /PTB <>
    /DAN <>
    /NLD <>
    /ESP <>
    /SUO <>
    /ITA <>
    /NOR <>
    /SVE <>
    /KOR <>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe7f6e521b5efa76840020005000440046002065876863ff0c5c065305542b66f49ad8768456fe50cf52068fa87387ff0c4ee575284e8e9ad88d2891cf76845370524d6253537030028be5002000500044004600206587686353ef4ee54f7f752800200020004100630072006f00620061007400204e0e002000520065006100640065007200200035002e00300020548c66f49ad87248672c62535f0030028fd94e9b8bbe7f6e89816c425d4c51655b574f533002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d5b9a5efa7acb76840020005000440046002065874ef65305542b8f039ad876845f7150cf89e367905ea6ff0c9069752865bc9ad854c18cea76845370524d521753703002005000440046002065874ef653ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000520065006100640065007200200035002e0030002053ca66f465b07248672c4f86958b555f300290194e9b8a2d5b9a89816c425d4c51655b57578b3002>
  >>
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice




